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特定商取引法に基づく行政処分について 
 
 
 

中部経済産業局が特定商取引法に基づく行政処分を実施しましたので、公表

します。 

 本件は、特定商取引法第６９条第３項の規定に基づき、消費者庁長官の権限

委任を受けた中部経済産業局長が実施したものです。 
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令和元年９月１３日                

特定商取引法違反の連鎖販売業者に対する取引等停止命令（６か月）
及び指示並びに当該業者の取締役に対する業務禁止命令（６か月）
について 

 

中部経済産業局は、健康食品を取り扱う連鎖販売業者である株式会社ブレ

ス（本社：名古屋市）（以下「同社」といいます。）に対し、９月１２日、

特定商取引に関する法律第３９条第１項の規定に基づき、令和元年９月１３

日から令和２年３月１２日までの６か月間、連鎖販売取引に係る取引の一部

等（勧誘、申込受付及び契約締結をいい、勧誘者に行わせる勧誘及び申込受

付を含む。）を停止するよう命じました。 

あわせて、同社に対し、同法第３８条第１項の規定に基づき、今回の違反

行為の発生原因について調査分析の上検証し、その検証結果について報告す

る等の指示を行いました。 

また、同社取締役の小西 鉄、山川 知也及び熊谷 博に対し、同法第３９条

の２第１項の規定に基づき、同社に対して取引等の停止を命じた範囲の連鎖

販売取引に係る業務を新たに開始すること（当該業務を営む法人の当該業務

を担当する役員となることを含む。）の禁止を命じました。 

なお、本処分は、同法第６９条第３項の規定に基づき、消費者庁長官の権

限委任を受けた中部経済産業局長が実施したものであり、処分の効力は全国

に及びます。 

 

１．処分対象事業者 

（1）名    称：株式会社ブレス（法人番号：２１８０３０１０２７８８７） 

（2）所 在 地：愛知県名古屋市中区栄二丁目２番１号 

（3）代 表 者：代表取締役 堂園 利幸（どうぞの としゆき） 

（4）設  立：平成２７年４月７日 

（5）資 本 金：５００万円 

（6）取引類型：連鎖販売取引 

（7）取扱商品：「グロトレクサ」及び「アップトリム」と称する各健康食品 

 

２．特定商取引に関する法律に違反する行為 

（1）氏名等の明示義務違反（同法第３３条の２） 

（2）勧誘目的を告げずに誘引した者に対する公衆の出入りする場所以外の場

所での勧誘（同法第３４条第４項） 

（3）概要書面の交付義務違反（同法第３７条第１項） 

 



 

３．同社に対する取引等停止命令及び指示の詳細は別紙１、小西鉄、山川知也

及び熊谷博に対する業務禁止命令の詳細は別紙２～４のとおりです。 

 

 

  

 

【本件に関するお問合せ】 

 

本件に関するお問合せにつきましては、消費者庁から権限委任を受けて消

費者庁と共に特定商取引法を担当している経済産業局の消費者相談室で承

ります。お近くの経済産業局まで御連絡ください。 

なお、本件に係る消費者と事業者間の個別トラブルにつきましては、お話  

を伺った上で、他機関の紹介などのアドバイスは行いますが、あっせん・仲

介を行うことはできませんので、あらかじめ御了承ください。 

 

北海道経済産業局消費者相談室  電話 ０１１－７０９－１７８５ 

東北経済産業局消費者相談室      ０２２－２６１－３０１１ 

関東経済産業局消費者相談室      ０４８－６０１－１２３９ 

中部経済産業局消費者相談室      ０５２－９５１－２８３６ 

近畿経済産業局消費者相談室      ０６－６９６６－６０２８ 

中国経済産業局消費者相談室      ０８２－２２４－５６７３ 

四国経済産業局消費者相談室      ０８７－８１１－８５２７ 

九州経済産業局消費者相談室      ０９２－４８２－５４５８ 

沖縄総合事務局経済産業部消費者相談室 ０９８－８６２－４３７３ 

 

○ 消費者ホットライン（全国統一番号）  １８８（局番なし） 

身近な消費生活相談窓口を御案内します。 

※一部の IP 電話、プリペイド式携帯電話からは御利用いただけません。 

○ 最寄りの消費生活センターを検索する。 

http://www.kokusen.go.jp/map/index.html 

 



 

（別紙１） 

株式会社ブレスに対する行政処分の概要 

 

１．事業概要 

株式会社ブレス（以下「同社」という。）は、「グロトレクサ」及び「ア

ップトリム」と称する各健康食品（以下「本件商品」という。）を販売する

事業を行い、ボーナスと称する紹介料等を収受し得ることをもって、本件商

品の販売をあっせんする者（以下「会員」という。）を誘引し、その者と本

件商品の購入を伴う本件商品の販売に係る取引を行っている。当該紹介料等

は特定商取引に関する法律（以下「特定商取引法」という。）第３３条第１

項に規定する特定利益に該当し、本件商品の購入は同項に規定する特定負担

に該当することから、同社は同項に規定する連鎖販売業を行っている（以下、

同社が行う連鎖販売業に係る連鎖販売取引を「本件連鎖販売取引」という。）。 

 

２．処分の内容 

（1）取引等停止命令 

①内容 

連鎖販売業に係る連鎖販売取引のうち、次の取引等を停止すること。 

ア 同社が行う連鎖販売取引について勧誘を行い、又は同社が統括する一

連の連鎖販売業に係る連鎖販売取引について勧誘を行わせる者（特定

商取引法第３３条の２に規定する勧誘者をいう。以下「勧誘者」とい

う。）に勧誘を行わせること。 

イ 同社が行う連鎖販売取引についての契約の申込みを受け、又は勧誘者

に当該取引に係る契約の申込みを受けさせること。 

ウ 同社が行う連鎖販売取引についての契約を締結すること。 

②停止命令の期間 

令和元年９月１３日から令和２年３月１２日まで（６か月間） 

 

（2）指示 

①勧誘者は特定商取引法第３３条の２に規定する氏名等の明示義務に違反

する行為及び同法第３４条第４項の規定により禁止される勧誘目的を告

げずに誘引した者に対する公衆の出入りする場所以外の場所での勧誘行

為を、同社は同法第３７条第１項に規定する書面の交付義務に違反する

行為（不交付）を行っていた。かかる行為は、同法の禁止するところで

あることから、今回の違反行為の発生原因について、調査分析の上検証

し、その検証結果について、令和元年１０月１５日までに、中部経済産

業局長宛てに文書により報告すること。 

②同社は、前記①の違反行為の再発防止策及び社内のコンプライアンス体

制を構築し、当該再発防止策及びコンプライアンス体制について、前記



 

（1）の取引等停止命令に係る取引を再開する１か月前までに、中部経

済産業局長宛てに文書により報告すること。 

 

３．処分の原因となる事実 

同社は、以下のとおり、特定商取引法に違反する行為をしており、同法第

３８条第１項に規定する「連鎖販売取引の公正及び連鎖販売取引の相手方の

利益が害されるおそれがある」と認められたほか、同法第３９条第１項に規

定する「連鎖販売取引の公正及び連鎖販売取引の相手方の利益が著しく害さ

れるおそれがある」と認められた。 

 

（1）氏名等の明示義務違反（特定商取引法第３３条の２） 

勧誘者は、遅くとも平成３０年３月頃以降、本件連鎖販売取引をしよう

とするとき、その勧誘に先立って、その相手方に対し、「将来が不安でも

う一つ仕事始めた。」、「真剣に取り組んでやっている仕事だからどうし

てもおまえと一緒にやりたい。」、「一回話を聞いてほしい」などと告げ

るのみで、特定負担を伴う取引についての契約の締結について勧誘をする

目的である旨及び当該勧誘に係る商品の種類を明らかにしていなかった。 

 

（2）勧誘目的を告げずに誘引した者に対する公衆の出入りする場所以外の場

所での勧誘（特定商取引法第３４条第４項） 

勧誘者は、遅くとも平成３０年６月以降、特定負担を伴う取引について

の契約の締結について勧誘をするためのものであることを告げずに、電磁

的方法により又は住居を訪問して、セミナー会場への来訪を要請する方法

により誘引した者に対し、公衆の出入りする場所以外の場所である、同社

の会員あるいは会員の紹介のある者しか出入りすることができない会場に

おいて、当該契約の締結について勧誘を行っていた。 

 

（3）書面の交付義務違反（特定商取引法第３７条第１項） 

     同社は、遅くとも平成２９年１２月頃以降、その連鎖販売業に係る商品

の販売のあっせんを店舗等によらないで行う個人であって、本件連鎖販売

取引に伴う特定負担をしようとする者とその特定負担についての契約をし

ようとするとき、その契約を締結するまでに、その連鎖販売業の概要につ

いて記載した書面を交付していなかった。 

 

４．勧誘事例 

【事例１】（氏名等の明示義務違反） 

平成３０年３月頃、勧誘者Ｚは、消費者Ａのスマートフォンに、「将

来ちょっと不安で、もう一個仕事初めたんやけど。」、「真剣に取り組

んでやってる仕事だからどうしてもお前と一緒にやりたい。」、「一回、



 

話し真剣に聞いてくれ。」などとＳＮＳによりメッセージを送り、喫茶

店で面会をする約束を取り付けた。面会当日、Ａが喫茶店に出向くと、

Ｚから上位勧誘者Ｙの紹介を受けた。その際、Ａは、Ｙから、「人を誘

ったらお金が入る。」、「ポイント制になってて、ポイントが貯まって

いくと、人を紹介したときにもらえる金額が違う。」、「友達を連れて

来てくれたら、自分たちが説明するから、Ａ君は隣にいるだけでいい。」

などと説明を受けるなどした結果、契約を締結した。 

 

【事例２】（氏名等の明示義務違反） 

平成３０年３月頃、勧誘者Ｘは、消費者Ｂのスマートフォンに「将来が

不安でもう一つ仕事始めた。」、「真剣に取り組んでやっている仕事だか

ら、どうしてもお前と一緒にやってみたいんだ。」、「一回話を聞いてほ

しい。」などとＳＮＳによりメッセージを送り、喫茶店で面会をする約束

を取り付けた。面会当日、Ｂが喫茶店に出向くと、Ｘの他に上位勧誘者Ｗ

が遅れて同席することを知った。その際、Ｂは、同席したＷから、「会社

を立ち上げたばかりなので上の階層になれるから、利益を上げることが

出来る。」、「契約している人が少ないから、儲かるチャンスがある。」、

「他の人を勧誘するためのアドバイザーのレクチャーを受けられる。」

「それには、まず自分自身で商品を購入し、その後、知人を紹介する仕組

みになっている。」などと説明を受けるなどした結果、契約を締結した。 

 

【事例３】（氏名等の明示義務違反） 

平成３０年６月頃、勧誘者Ｖは、消費者Ｃのスマートフォンに「将来不

安で最近新しく仕事始めたんだけど今真剣に取り組んでてＣと一緒にや

りたいから１度話し聞いてほしい。」、「仕事の環境も見てもらいたいか

ら一緒に行こう。俺が車出すよ。」などとＳＮＳによりメッセージを送り、

面会をする約束を取り付けた。面会当日、Ｃは、Ｖの車でＶに連れられて

同社のセミナー会場へ行くと、同社の講師と称する上位勧誘者Ｕから、

「今後この商品が売れていく、この商品はブレスでしか扱っていない。」、

「この商品を広めてくれる人をさがしている。」、「人を紹介すればそれ

だけ報酬が得られる。」、「紹介した人の下に人がつけばその人たちの分

も入るから早めにやったほうが報酬が多くなる。」などと説明を受けるな

どした結果、契約を締結した。 

 

【事例４】（氏名等の明示義務違反） 

平成３１年１月頃、勧誘者Ｔは、消費者Ｄのスマートフォンに「将来不

安でもう一つ仕事始めた。」、「真剣にやっている仕事だからどうしても

お前と一緒にやりたい。」、「一回話を真剣に聞いてくれ。」等とＳＮＳ

によりメッセージを送り、面会をする約束を取り付けた。面会当日、Ｄは、



 

Ｔに連れられてビルの一室に行ったところ、同所において、講師と称する

上位勧誘者Ｕから、同社の会員になるには商品を購入した上でその商品

を知人に広め、その知人が新規会員となり商品を購入すればその金額に

応じた報酬が受け取れるなどと説明を受けるなどした結果、契約を締結

した。 

 

【事例５】（勧誘目的を告げずに誘引した者に対する公衆の出入りする場所以

外の場所での勧誘） 

平成３０年６月頃、勧誘者Ｖは、消費者Ｃのスマートフォンに「●●

（具体的な地名）の〇〇（会場の名称）ってとこで説明会的なやつやっ

てるんだけど、仕事の環境も見てもらいたいから一緒に行こう。俺が車

だすよ。」などとＳＮＳによりメッセージを送り、Ｃに対し、特定の場

所への来訪を要請し、面会当日、当該場所に誘引したが、これより前の

時点で、Ｖは、Ｃに対し、特定負担を伴う取引についての契約の締結に

ついて勧誘する目的であることを告げていなかった。当該場所において

開催されていた同社のセミナーは、同社の会員又は会員からの紹介がな

いと出入りすることができない場所で行われていたところ、同セミナー

において、同社の講師と称するＶの上位勧誘者Ｕは、Ｃを含む会場にい

た者に対し、「今後この商品が売れていく、この商品はブレスでしか扱

っていない。」、「この商品を広めてくれる人をさがしている。」、「入

会するには３つのコースがある。」、「人を紹介すればそれだけ報酬が

得られる。」、「紹介した人の下に人がつけばその人たちの分も入るか

ら早めにやったほうが報酬が多くなる。」などと告げて、特定負担を伴

う取引についての契約の締結について勧誘をしていた。 

 

【事例６】（勧誘目的を告げずに誘引した者に対する公衆の出入りする場所以

外の場所での勧誘） 

平成３１年１月頃、勧誘者Ｔは、消費者ＤのスマートフォンにＳＮＳ

によりメッセージを送り、面会をする約束を取り付けるとともに、Ｄの

住居を訪問した上で、●●（特定の場所）の○○（ビルの名称）で行わ

れる説明会に一緒に来訪するよう要請し、その日の翌日に当該ビルの一

室にＤを誘引したが、これより前の時点で、Ｔは、Ｄに対し、特定負担

を伴う取引についての契約の締結について勧誘する目的であることを

告げていなかった。同所において開催されていた同社のセミナーは、同

社の会員又は会員からの紹介がないと出入りすることができない場所

で行われていたところ、同セミナーにおいて、同社の講師と称するＴの

上位勧誘者Ｕは、Ｄを含む会場にいた者に対し、同社の会員になるには

商品を購入した上でその商品を知人に広め、その知人が新規会員となり

商品を購入すればその金額に応じた報酬が受け取れる旨を告げて、特定



 

負担を伴う取引についての契約の締結について勧誘をしていた。 

  



 

（別紙２） 

小西 鉄に対する行政処分の概要 

 

１．名宛人 

小西 鉄（以下「同人」という。） 

 

２．処分の内容 

（1）業務禁止命令 

特定商取引法に関する法律（以下「特定商取引法」という。）第３３条

第１項に規定する連鎖販売業に係る連鎖販売取引（以下「連鎖販売取引」

という。）に関する業務のうち、次の業務を新たに開始すること（当該業

務を営む法人の当該業務を担当する役員（業務を執行する社員、取締役、

執行役、代表者、管理人又はこれらに準じる者をいい、相談役、顧問その

他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する

社員、取締役、代表者、管理人又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力

を有するものと認められる者を含む。）となることを含む。）を禁止する。 

① 連鎖販売取引について勧誘を行い、又は特定商取引法第３３条第２項

に規定する統括者がその統括する一連の連鎖販売業に係る連鎖販売取引

について勧誘を行わせる者（同法第３３条の２に規定する勧誘者をい

う。以下「勧誘者」という。）に勧誘を行わせること。 

② 連鎖販売取引についての契約の申込みを受け、又は勧誘者に当該取引

に係る契約の申込みを受けさせること。 

③ 連鎖販売取引についての契約を締結すること。 

 

（2）業務禁止命令の期間 

令和元年９月１３日から令和２年３月１２日まで（６か月間） 

 

３．処分の原因となる事実 

（1）中部経済産業局長は、別紙１のとおり、株式会社ブレス（以下「同社」

という。）に対し、特定商取引法第３９条の２第１項の規定に基づき、

同社が行う連鎖販売取引の一部等を停止すべき旨を命じた。 

（2）同人は、同社の役員であり、かつ、同社が停止を命ぜられた業務の遂行

に主導的な役割を果たしていた。 

  



 

（別紙３） 

山川 知也に対する行政処分の概要 

 

１．名宛人 

山川 知也（以下「同人」という。） 

 

２．処分の内容 

（1）業務禁止命令 

特定商取引法に関する法律（以下「特定商取引法」という。）第３３条

第１項に規定する連鎖販売業に係る連鎖販売取引（以下「連鎖販売取引」

という。）に関する業務のうち、次の業務を新たに開始すること（当該業

務を営む法人の当該業務を担当する役員（業務を執行する社員、取締役、

執行役、代表者、管理人又はこれらに準じる者をいい、相談役、顧問その

他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する

社員、取締役、代表者、管理人又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力

を有するものと認められる者を含む。）となることを含む。）を禁止する。 

① 連鎖販売取引について勧誘を行い、又は特定商取引法第３３条第２項

に規定する統括者がその統括する一連の連鎖販売業に係る連鎖販売取引

について勧誘を行わせる者（同法第３３条の２に規定する勧誘者をい

う。以下「勧誘者」という。）に勧誘を行わせること。 

② 連鎖販売取引についての契約の申込みを受け、又は勧誘者に当該取引

に係る契約の申込みを受けさせること。 

③ 連鎖販売取引についての契約を締結すること。 

 

（2）業務禁止命令の期間 

令和元年９月１３日から令和２年３月１２日まで（６か月間） 

 

３．処分の原因となる事実 

（1）中部経済産業局長は、別紙１のとおり、株式会社ブレス（以下「同社」

という。）に対し、特定商取引法第３９条の２第１項の規定に基づき、

同社が行う連鎖販売取引の一部等を停止すべき旨を命じた。 

（2）同人は、同社の役員であり、かつ、同社が停止を命ぜられた業務の遂行

に主導的な役割を果たしていた。 

  



 

（別紙４） 

熊谷 博に対する行政処分の概要 

 

１．名宛人 

熊谷 博（以下「同人」という。） 

 

２．処分の内容 

（1）業務禁止命令 

特定商取引法に関する法律（以下「特定商取引法」という。）第３３条

第１項に規定する連鎖販売業に係る連鎖販売取引（以下「連鎖販売取引」

という。）に関する業務のうち、次の業務を新たに開始すること（当該業

務を営む法人の当該業務を担当する役員（業務を執行する社員、取締役、

執行役、代表者、管理人又はこれらに準じる者をいい、相談役、顧問その

他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する

社員、取締役、代表者、管理人又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力

を有するものと認められる者を含む。）となることを含む。）を禁止する。 

① 連鎖販売取引について勧誘を行い、又は特定商取引法第３３条第２項

に規定する統括者がその統括する一連の連鎖販売業に係る連鎖販売取引

について勧誘を行わせる者（同法第３３条の２に規定する勧誘者をい

う。以下「勧誘者」という。）に勧誘を行わせること。 

② 連鎖販売取引についての契約の申込みを受け、又は勧誘者に当該取引

に係る契約の申込みを受けさせること。 

③ 連鎖販売取引についての契約を締結すること。 

 

（2）業務禁止命令の期間 

令和元年９月１３日から令和２年３月１２日まで（６か月間） 

 

３．処分の原因となる事実 

（1）中部経済産業局長は、別紙１のとおり、株式会社ブレス（以下「同社」

という。）に対し、特定商取引法第３９条の２第１項の規定に基づき、

同社が行う連鎖販売取引の一部等を停止すべき旨を命じた。 

（2）同人は、同社の役員であり、かつ、同社が停止を命ぜられた業務の遂行

に主導的な役割を果たしていた。 


